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新型コロナウイルス感染症対策に関する申し入れ 

 貴台におかれましては、新年度を迎え市民の福祉

向上に鋭意努力されるとともに、新型コロナウイルス

感染症対策では、感染拡大が混沌としている中、ワ

クチン接種対応等万全を期し取り組んでいることに

敬意を表します。 

 政府は、新型コロナウイルス対策として緊急事態宣

言の解除後、特定地域での感染拡大を抑える「まん

延防止等重点措置」を感染まん延地域１０都府県に

適用しました。全国的に感染拡大が顕著になってい

ることから「第４波」の封じ込めのため、本気の検査と

補償などあらゆる手立てを講じるべき重大な局面で

あります。 

岩手県内においても、連日新規感染者数の確認

が発表され、教育保育施設やスポーツグループでの

クラスターの発生、変異株も確認されています。今後、

感染対策と合わせて飲食店での飲食自粛などによる

地域経済への影響が引き続き懸念されます。 

市民の命と健康、くらしを守るために、国及び県の

対応を求めるとともに地域の実情を把握のうえ、さら

に抜本的な対策の強化と体制の確立を図るよう申し

入れます。 

記 

１．コロナ封じ込めの大規模な検査体制を整備す

ること。 

１） 高齢者施設・医療機関などへの頻回・定期的

な社会的検査に取り組むこと。 

２） 高齢者施設や介護事業所、保育施設、学童

クラブでの自主的検査に対する検査費用の

助成を行うこと。 

３） 感染源を把握するためのモニタリング（感染

動向調査）検査、ＰＣＲ検査キットの配布など

を無料で実施できるようにすること。 

４） 変異株検査の全数検査を目指した大幅引き

上げを求めること。 

２．医療機関への減収補填とあらゆる手段を尽くし

ての病床確保など医療体制の充実を図ること。 

１） 感染拡大のもとで医療体制を拡充するために

も、コロナ対応、コロナ非対応を問わず、すべ

ての医療機関への減収補填に踏み切ること。 

２） コロナ対策に全く逆行する政府提出の「病床

削減推進法案」「高齢者医療費２倍化法案」

は、撤回・廃案すべきと表明すること。 

 ３）「地域医療構想」での公立・公的病院への再編

統合の検討要請の撤回を求めること。 

 

３．新型コロナワクチン接種体制整備を図ること。 

１） 医療機関・医療従事者、高齢者に対する新型コロナワクチン接種が始まったことから、

安全性の確認と正確な情報開示、早急なワクチン確保、接種体制の整備を進めること。 

２） ワクチン接種にあたっては、移動手段をもたない高齢者などの住民に対して地元交通

業者と連携し対応すること。 

３） ワクチン頼みでない検査の徹底、医療機関の減収補填を国に求めること。 

４．中小企業が事業を続けられる「十分な補償」に引き続き対応すること。 

１） 全国的な感染拡大により、年末年始や年度末・年度明け、花見、ゴールデンウイークな

どの稼ぎどきに深刻な打撃を受けているもとで、宿泊業や観光・輸送事業など業種や地

域を問わず感染抑止に協力しているすべての事業者に対し、支援を継続すること。 

２） 時短要請を行っている飲食店への協力金は、一律でなく、規模や減収度合に応じて事

業が続けられるものに改めること。 

３） 農・漁業事業者は、出荷・販売が見込まれない中、今後の生産維持、継続に向けた作

業が行われており、作業員や生産経費にかかる支援を行うこと。 

４） 持続化給付金、家賃支援給付金など事業者支援の第２弾を、要件を緩和して使い勝手

のいい制度として給付すること。 

５） 雇用調整助成金や休業支援金のコロナ特例をコロナ収束まで継続すること。 

５．消費税の減税を求めること。 

１） すべての人に恩恵が行き届く消費税減税こそが一番の経済対策であり、コロナ対策とし

ても有効であり、「コロナ危機打開のため、消費税率５％以下への引き下げ」を求めること。 

  
 日本共産党気仙地区議員団５名（大坪陸前高田市議は所要で不参加）は、４月２７日午後、気仙３市町庁舎を訪問し、神田謙一住

田町長、戸田公明大船渡市長、戸羽太陸前高田市長にそれぞれ下記の申し入れを行い、幹部職員含め意見交換･懇談しました。 

 

戸田公明大船渡市長と日本共産党気仙地区議員団 
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 午後２時３０分～３０分間、大船渡市役所で申入書手交後、当局から回答があり、意見交換

しました（事前に申し入れ文書を届けていました）。 

 戸田公明市長は、文書は熟読した。国政から大船渡に関わることまで総合的に書かれてい

る、などの所感を述べました。 

 各部長からは、大船渡保健所（県）の指導の下、これまでに市内でクラスターが発生したとこ

ろでは、濃厚接触者だけでなく大きく網を張って必要十分な検査が行われた（第一中学校の

際は全校生徒・職員に PCR 検査を実施済）。今後も必要なら一斉検査を検討する。 

 ワクチン接種を受けるための高齢者などの移動手段の確保について、問題意識をもってい

るので今後検討していきたい（住田町では移動手段・業者を手配している）。 

 ワクチンの集団接種は、大船渡市総合福祉センターで行う（全体の４割程度想定）。 

 県の「地域企業経営支援金」（１店舗４０万円上限、申請窓口･大船渡商工会議所、今年６月

３０日まで受付）の募集には、申請が既に１００件を超えている。 

 国の「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」第３次補正約２億８千万円の活

用は、「ふるさと振興券」第２弾を配布したが、残り１億円弱あり、その活用･具体策を関係者と

協議しており、早急に決めて発表したい、などの報告･説明がありました。 


